
広島大学学術情報リポジトリ
Hiroshima University Institutional Repository

Title
西北建設政策下の南京国民政府と内モンゴル : 「辺疆開発」と民
族地方政権の経済政策との相克

Author(s)
ハムゴト,

Citation
アジア社会文化研究 , 22 : 55 - 75

Issue Date
2021-03-31

DOI

Self DOI
10.15027/50733

URL
https://ir.lib.hiroshima-u.ac.jp/00050733

Right

Relation

http://dx.doi.org/10.15027/50733
https://ir.lib.hiroshima-u.ac.jp/00050733


1 
 

西北建設政策下の南京国民政府と内モンゴル 

―「辺疆開発」と民族地方政権の経済政策との相克― 

 

ハムゴト 

 
１．はじめに 

 2020 年は、中国が西部大開発という経済発展の戦略を打ち出した 20 周年

に当たる。2020 年 5 月 17 日、中国共産党中央委員会・国務院は「中共中央

国務院関於新時代推進西部大開発形成新格局的意見」という指示文書を公開

し、さらに 15 年間、西部大開発を継続することを決定した。 
西部大開発の対象地域は四川・重慶・貴州・雲南・陜西・甘粛・青海・重

慶などの省・直轄市、新疆ウイグル自治区・チベット自治区・内モンゴル自

治区・寧夏回族自治区・広西チワン族自治区の他に、吉林省延辺朝鮮族自治

州・湖南省湘西土家族自治州・湖北省恩施土家族自治州などを含み、その面

積は中国の国土総面積の 71%を占める。この「西部」のなかには、中国 5 つ

の民族自治区と 30 の民族自治州がすべて含まれており、その地域内の少数

民族人口は全国少数民族人口の 9 割を占めるのである。西部大開発が目指す

のは西部と東部の格差解消であり、そこには民族的な格差も含まれていた。

西部大開発は、こうした民族的な格差から生じる民族問題の解決策として期

待されている。 
現在の西部大開発の主要な適用地域である内モンゴル・新疆・チベット・

青海・陜西・甘粛・寧夏などの地域は、南京国民政府の時代において「西北」

と称され、開発・建設の対象とされていた。西部大開発を背景に、南京国民

政府（以下、国民政府）時代の西北建設政策も注目されつつあり、多くの研

究成果が蓄積されている。吉澤誠一郎は、国民政府が目指していたのは開発

志向の国家であるとし、国民政府の経済開発イデオロギーの解明の視点から

その西北建設を考察している。吉澤誠一郎は、別稿で「西北」概念の変遷に

 
 

論説 

 

和泉市久保惣記念美術館『仏説十王経』について 

 

 

荒見泰史 

 

 

はじめに 

 2019年12月22日、筆者は遂行する科研メンバー等の計6名1で和泉市久保惣記

念美術館所蔵『仏説十王経』の調査を行った。同文献は和泉市久保惣記念美術館デ

ジタルミュージアムのホームページで電子媒体としてすべて公開されているが2、

写本細部の幾つかの点で実見して確認する必要があったため、科研メンバーの上島

享教授から大阪府教育庁三好英樹氏を通じて調査手配をお願いした。当日もご同行

くださった三好氏、機会をくださった和泉市久保惣記念美術館、案内をしてくださ

った同館学芸員の後藤健一郎氏にはここで改めて感謝申し上げたい。 

 

１．所蔵館と十王信仰、『仏説十王経』について 

(1)所蔵館と来歴 

 所蔵館の和泉市久保惣記念美術館は、大阪府和泉市内田町にある美術館である。

日本の近代綿業発祥の地とされる和泉市に創業された久保惣（現久保惣株式会社）

創業家は、美術愛好家、収蔵家でもあり、多くの古美術を収蔵されていた。それら

の古美術品は、創業家当主三代目久保惣太郎氏から美術館の土地・建物（本館と茶

室）、運営基金とともに和泉市に寄贈され、1982年に古美術品の研究、鑑賞を目的

として和泉市久保惣記念美術館が開館されることになった3。 

今回調査することになった『仏説十王経』は戦後に久保家の所蔵となったもので、

内容より見て1900年に敦煌より発見されたいわゆる敦煌文献に間違いない。これ

が如何に現所有者にまで伝えられていったか詳細は不明ながら、コロタイプ版『仏
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ついても検討している。片岡一忠は、近現代中国の「西北」への関心の歴史

を綿密に整理している。島田美和は、日中戦争期における国民党政権の辺疆

政策を検討している。 
以上の先行研究の重点は国民政府の開発政策である。しかし、元来、開発

政策については、中央と地方との関係をめぐる政治的緊張も含めて考察する

べきであり、それが内モンゴルという辺疆＝民族地方を対象とする場合はさ

らに必要である。これについては、島田美和の研究があるが、その重点は国

民政府（中央）と閻錫山・傅作義（地方）の対内モンゴル政策の異同を検討

することにあった。島田美和は、当時の中央と地方関係の重層性、すなわち

内モンゴルという同一地域における二元的な政治制度（省・県と盟・旗）に

ついても注意を払っている。しかし、そこにはモンゴル人の民族地方政権で

あるモンゴル地方自治政務委員会（以下、蒙政会）の経済政策についての考

察が含まれていない。 
1933 年、内モンゴルでは、徳王（ドムチョクドンロプ、1902～1966）の

提唱で、軍事権と外交権を除いた高度の自治権を有する内モンゴル自治政府

の樹立を南京国民政府に要求する自治運動が百霊廟（現在の内モンゴル自治

区包頭市百霊廟鎮）で展開された。そして、国民政府との間での自治交渉に

基づき、1934 年 4 月 23 日に、蒙政会が誕生した。蒙政会は樹立から崩壊ま

で二年も満たない短命な政権であるが、20 世紀初頭以来の、清朝の支配下で

形成された盟旗による分断を克服し、内モンゴルの地域統合を実現するとと

もに、対外的な自立、とりわけ漢民族の支配に対するモンゴル民族の独自性

の保持を目指す近代内モンゴル民族主義運動の一つの頂点である。 
蒙政会は、国民政府が掲げる地方自治のもとで、モンゴル社会のガバナン

スを行う政治主導権を握ったのである。蒙政会は、樹立された翌日の 4 月 24
日に、委員全体会議を開き、教育・文化・衛生・産業など、あらゆる分野に

おいてモンゴル社会を近代化させるための政策を打ち出した。 
蒙政会については、これまで多く研究成果が蓄積されてきた。しかし、そ

の殆どは政治史の考察であり、しかも、蒙政会を百霊廟自治運動から蒙疆政

権の樹立に至るまでの政治過程において検討するもののみである。近年の

研究動向として、筆者の蒙政会の宗教政策に関する研究がある。一方、こ
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の時期の経済問題については、日中戦争以前の「蒙疆」の畜産貿易に注目し

た斯日古楞の研究があるが、蒙政会の経済政策に関する研究ではない。 
 本稿では、これらの先行研究の成果に依拠しながら、国民政府の西北建設

政策下における蒙政会の経済政策のありようを明らかし、内モンゴルの自

治を目指す政権の経済政策の方針と国民政府、および漢族の地方政権との矛

盾について検討する。史料の引用文の中において、〔 〕内は筆者による補記

である。また、年月日の表記は西暦を基本とする。 
 
２．南京国民政府の西北建設と綏遠・察哈爾の省への改編 

 19 世紀後半～20 世紀初頭、清朝を中心とする前近代の東アジアの秩序体

制が解体し、近代東アジアの外交関係が形成される過程で、清朝は、清朝皇

帝の外藩たるモンゴルをその領域主権の及ぶ範囲すなわち「藩部」として

位置づけた。清末新政は、漢人移民による農業土地開発を基本とする「辺

疆開発」をモンゴルに実施すると同時に、モンゴル地域の省への改編を目

指した。これに対しては、モンゴル人の間に著しい不満が増大し、独立へ

の志向を促進させた。 

1911 年 12 月 1 日、ボグド＝ハーン政権により、イへ＝フレー（モンゴル

国の首都ウランバートル）でモンゴル国の独立が宣言された。ボグド＝ハー

ン政権は清朝の理藩院制定の「蒙古例」（モンゴル人の専用法）に規定された

領域をモンゴル国の領域とし、清朝の「継承国家」である中華民国と内モン

ゴルの統合をめぐって対立した。モンゴル独立の支援国である帝政ロシアは

日露戦争後の「満蒙分割」という日本との合意に基づいてボグド＝ハーン政

権の内モンゴル統合を許さず、また領域確定においてもその影響力を発揮し

た。1915 年、帝政ロシア・中華民国・モンゴル三者によるキャフタ協定を以

て、現在のような形で国境線が引かれることになった。 

1914 年 1 月から 7 月にかけて、袁世凱政権は中華民国の対外交渉の争点

となっている内モンゴルの統治を確実化させるために熱河・察哈爾・綏遠の

三つの特別行政区を設置した。特別行政区は内モンゴルの王公たちが省へ

の改編に反対したために導入した行政機構であるが、盟旗におけるモンゴル

王公の支配を認めた 1912 年の「蒙古待遇条例」によって「事実上、民国の
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権利の及ぶ範囲を漢人移民の居住地域に限定し、モンゴル王公の権利の及ぶ

範囲と分離した」のである。しかし、このような措置は、清末以来の辺境開

発とその開発の主体である漢人移民の管理のための設治局（県の前身）や県

の設置を阻止することが出来なかった。 

1915 年、袁世凱政権は「禁止私放蒙荒通則」・「墾辟蒙荒奨励弁法」などの

法例を公布し、清末の「辺疆開発」を継承する意欲を示した。その過程にお

いて、内モンゴル地域を省に改編する議論が再び浮上した。南京国民政府以

前の内モンゴル民族主義運動は、このような中央政府と地方政権による政

治・経済的な統合政策に如何にして対応するかを、その課題にしてきたので

ある。 

このような内モンゴル地域における政治・経済的な統合政策は、つねに「西

北」という概念と結び付いていた。1923 年 7 月、北京で成立した中華西北

協会の宣言書は「人類互助の精神にもとづき、地方自治の理念を尊び、計画

として教育、経済、交通、実業の四方面について、西北各地と同地の人びと

に対してともに精神上物質上の相互援助を宗旨とする。本会は最近の理想的

な方法を用いて西北を開発するものであり、あらゆる古今の陳腐な方法、旧

い思想、辺境を壑として西北を外府とする〔辺境と隔たりがあり、西北を国

家の統治が及ばない地域とする〕ようなさまざまな主張は本会の決して賛同

するものではない」と主張した。同協会が発行する『西北月刊』の論説も「西

北開発と移民墾荒を提唱するのは、誠に弭乱の至計〔国内の混乱を収拾する

最良の手段〕にして救時の良策である」と、内地の窮状を救うものとして西

北開発を位置付けている。 
一方、よく知られるように、孫文の経済政策の具体案としての『実業計画』

は、西北の開発計画として、モンゴル・新疆を含む西北鉄道システムの建設、

羊毛工業の振興、モンゴル・新疆への植民事業を提案している。これがのち

に孫文の『建国方略』に収められ、中国国民党（以下、国民党）そして国民

政府の経済政策の基本方針として、影響を及ぼすことになる。 
1927 年 4 月 18 日、蒋介石は南京で国民政府を樹立した。1928 年 12 月、

国民党は張学良の「易幟」のもと、ほぼ全国を統一した。1928 年 8 月に国民

党中央政治会議の決議により、9 月 5 日、国民政府は熱河・察哈爾・綏遠の

－58－
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省への改編を正式に決定した。中華西北協会の会員であった馬鶴天は、8 月

の全国交通会議で、西北（蒙古・青海・甘粛・新疆・西蔵）における文化の

未開、および利益の源の未開発に言及し、後進的な辺疆、すなわち西北の開

発を強く主張した。 
1930 年 3 月の国民党第三届中央執行委員会第三次全体会議における経済

政策の決議は、孫文の実業計画の実現を標榜しながら、国家主導で経済建設

を進めることを重視し、さらに「総理の実業計画は農業を重視している。東

北・西北を開発し、水利を整えることは、いずれも中国の農業のためを思っ

てのことだ。ゆえに今後、本党は特に農業の発展に留意すべきだ」と指摘し、

西北開発を農業問題と直接的に結び付けている。そして、東北・西北への入

植と開墾を目指し、そのために、内地における罹災民・遊民、そして削減さ

れて用の無くなった兵士などの過剰人口を送り込むことが推奨された。11 月

の全国工商会議も西北開発に際し、西北の特産である牛・馬・山羊といった

家畜の皮革を加工する製革工業と、羊毛などを加工する毛織物工業などによ

り、西北の実業を経営する計画を立てた。 
1931 年 9 月 18 日、満洲事変が発生した。満洲国の誕生は、国民政府から

みれば東北の喪失を意味した。したがって、西北の国家防衛上の拠点として

の戦略的重要性を高めることになった。西北はのちに宋子文が述べたように、

「中華民国の生命線」として浮上してきた。中央政府と各省政府は、「設省」

によって土地を開墾し内地からの移民政策の解決を望むとともに、行政区域

の拡大による税収を見込んでいた。国民政府の内モンゴル政策は、内モンゴ

ル地域政治における漢族の「地方実力派」の大きな影響力は存在するものの、

中央政府の外交と内政の方針に大きく限定されていた。このように、国民

政府と綏遠省・察哈爾省は対内モンゴル政策における相違を見せながら、西

北建設を実践してゆくのであった。 
国民政府の西北建設の始動と同じ時期、呉鶴齢（ウネンボヤン、1896～

1979）が率いるモンゴル代表団は、「蒙古待遇条例」をモンゴル人が自決自

治を実現させるための基礎条件とし、省の改編に反対する請願活動を南京で

展開した。百霊廟自治運動は、呉鶴齢らの請願運動を継承しながら、自決

自治を求めるためのモンゴル人の統一行動を促して発足したのである。 

－59－
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３．内モンゴル自治問題の交渉とその経済的争点 

 内モンゴルが位置する大興安嶺・陰山山脈・賀蘭山山脈から万里の長城―

柳条辺墻（東北・満洲地域には長城の延長戦として柳条辺墻がある）に至る

までの空間は、歴史的にも農耕民族と遊牧民族が駆け引きを繰り広げてきた

中間地帯である。比較的湿潤で温暖なこの中間地帯は太古から牧畜と農耕が

両立できる気候風土であり、いわゆる「半農半牧」の生活様式が成り立つ重

要な場所である（図 1）。モンゴル人は牧畜だけを営むのではなく、採取や

狩猟をはじめ、地域により漁撈または農耕をも行うものがあり、周辺世界と

の交易も、程度の差こそあれひろく認められている。しかし、かれらが主と

して依存するのは遊牧的な牧畜であり、生活の基調がこれによって律せられ

るのであった。 

 

 

図 1 内モンゴル地域における遊牧民と農耕民の緩衝地帯と三大水系 
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 清末以来の漢人移民による農業土地開発を基本とする「辺疆開発」の下で、

徳王のふるさとであるシリンゴルを除く、ほとんどの盟旗は漢人農耕民の入

植に見舞われた。モンゴル人遊牧民が豊かな牧草地から追い出されることで

遊牧的な牧畜は多大なダメージを受け、衰退する一途であった。しかし、そ

の一方で、受動的でありながら、モンゴル人も定住化と農耕化を進めていた

のである。従って、モンゴル人、特にエリート層の土地利用に対する関心が

日毎強まってゆくのであった。 
例えば、1924 年の蒙蔵院主催の蒙事会議で提起された「化除畛域准蒙民在

各旗境内自由居住謀生案」は、「蒙旗の土地が漢人に開墾される前に、農業に

慣れた南部のモンゴル人が北部の蒙旗に移住して土地を占拠する必要があ

る。将来的に全土地が官庁によって開放され売り出されると、漢人がさらに

蒙地に到来し、モンゴル人の生計がさらに苦しくなる。この案はモンゴル人

の土地を保護し、自ら発展をはかるための方策である」と主張した。 
 しかし、その一方で、モンゴル社会の立ち遅れを痛感するモンゴル人エリ

ートたちは自らの発展のために、五族共和を掲げる中華民国の国家政治に参

画し、そこから国家的資源を獲得することを必要としていた。したがって、

先述の農業開発を主導とする国民政府の西北建設については、全般的に否定

しないが、「蒙旗の土地について、その耕植に適しないところは一律に保留

し、当該の蒙旗の永遠の牧場にする。その耕植に適しているところにおける

開墾は、当該の蒙旗自らの申し出を必須とし、かつモンゴル人の生計の地の

保留を前提とする」と主張していた。しかし、こうした温和的な対処法で

は、土地開墾など、綏遠省・察哈爾省による利益の源の奪取を阻止すること

ができなかった。 
 1933 年 7 月～10 月の間に、徳王らによる 2 回の百霊廟自治会議が開かれ

た。10 月 15 日に討議・採択された「内蒙自治政府組織法」（計 36 条）は、

内モンゴル各盟部旗の固有の領域に軍事・外交以外の高度な自治を行う統一

政府を樹立すると定めた。 第四条以下は政府機構を具体的に規定した。自治

政府は、政務庁（最高の行政機関、その下に内務処・警備処・財政処・教育

処・司法処・建設処・実業処・交際処などの実務機関がある）、制法委員会 （最
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高の立法機関）、参議庁（最高の諮問・建議の機関）の設置を決めた。「内蒙

自治政府組織法」は、内モンゴルという民族的な地域における自治をモンゴ

ル人が主体的に担おうとしたものである。建設処・実業処の設置が言及され

ているように、内モンゴル地域における建設・実業もモンゴル人が主体的に

行う要求が出されたのである。 
 10 月 17 日、国民政府は行政院第 130 回会議の第 4 号決議案として、黄紹

竑（内政部長）と趙丕廉（蒙蔵委員会副委員長）の二人の中央官僚の内モン

ゴル巡視を決めた。11 月 10 日、黄紹竑・趙丕廉の一行が百霊廟に到着し

た。黄紹竑らは 13 日から 18 日にかけて、徳王らと五回会談した。徳王らは

内モンゴル自治政府の設立を堅持し、政府成立後の察哈爾省・綏遠省の廃止

を要求した。それを拒否した黄紹竑は、徳王らから再び察哈爾省・綏遠省と

並存する自治政府を設置するという提案を受け取るが、やはり統一の自治組

織を認めなかった。したがって、交渉は行き詰まった。徳王らは、交渉の引

き伸ばしを図り、新たに「自治弁法十一条」を起草し、黄紹竑・趙丕廉に提

出した。その内容は以下の通りである。 
 

「自治弁法十一条」 
  第一条 内蒙に統一最高自治機関を設けて、内蒙自治政府と名づけ、国

民政府行政院に直属して、内蒙各盟部旗の治権を総覧し、経費は中央が

補助する。 
  第二条 蒙古各盟旗の管轄治理権は一律従来どおりとする。 
  第三条 内蒙各盟旗の境界内に今後ふたたび県や設治局を設けない。現

有の県や設治局のうち、設置基準を満たさないものは一律廃止する。 
  第四条 蒙古現有の荒地は一律蒙古の牧区に区分し、永久に開墾しては

ならない。牧区に入りこんでいる現有の分散した開墾地は一律牧区に戻

す。 
  第五条 蒙古の牧区内の各項税収のすべては、内蒙統一最高自治機関が

統一的弁法を詳しく定めて徴収する。省・県が牧区内に設けた各税金徴

収所は一律廃止する。 
  第六条 蒙古の既開墾地は別に適当な方法を定めて整理し、その臨時収
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入および毎年の租税は、内蒙統一最高自治機関が各関係省政府と均分す

ることを原則とする。 
  第七条 蒙古の既開墾地を整理する前は、以下の各項に基づいて処理す

る。 
  （一）蒙旗の境界内にある土地・鉱産・山林・河川・沼地等の蒙旗固有

の権利は一律従来どおりとし、以前から徴収している場合、従来どおり

徴収する。 
  （二）蒙旗の境界内に設けられた各省・各県・各局は、土地・鉱産・山

林・河川・沼地等から租税を徴収する際、内蒙統一最高自治機関が派遣

した人員の立ち会いの下で徴収し、その税収は一律均分する。 
  （三）蒙古官庁および蒙民固有の私租は一律保障する。 
  （四）蒙民が自旗で負うべき負担のほか、省・県はさらにいかなる負担

もつけ加えてはならない。 
  第八条 蒙旗の境界内の土地以外については、省・県が設置した各税金

徴収機関は、一律内蒙統一最高自治機関が派遣した人員の立ち会いの下

で徴収し、その税収は一律均分する。 
  第九条 蒙旗の境界内の既設の各級司法機関は、すべて内蒙統一最高自

治機関から専門職員を選抜・派遣し、蒙古族と漢族との訴訟事件につい

ては、合同審理制度を実行する。 
  第十条 内蒙統一最高自治機関の各項収入は、すべて衛生・教育・実業・

交通等の各種の事業費にあてる。 
  第十一条 内蒙統一最高自治機関は各関係省政府所在地にそれぞれ一

ヵ所の事務所を設けて、連絡の便をはかる。 
 
 「自治弁法十一条」は、国民政府が懸念する察哈爾省・綏遠省の各種の権

限について配慮するとともに、内モンゴル自治政府の権限を最大限度まで保

障しようとしたものである。そして、各条目は示すように、その目的は、内

モンゴルにおけるあらゆる自然資源を活かし、モンゴル人の主体意識を中心

とした地域振興を図ることにあった。 
 黄紹竑らは「自治弁法十一条」における「内蒙統一最高自治機関」という
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表現に反対した。しかし、徳王らとの協議で、その自治組織について、「シリ

ンゴル盟・チャハル部各旗によって蒙古第一自治区政府を、オラーンチャブ

盟・イケジョー盟・帰化城トメド・エジネ・アラシャン各旗によって蒙古第

二自治区政府を編成して行政院に直属させ、省に関係する事件があった場合、

省政府と相談して処理し、そして各自治区の間に連合弁事機関（連席会議ま

たは連合弁事処）を設けること」と修正し、その他の主張を基本的に受け入

れた。 
しかし、国民政府が「自治弁法十一条」を受け入れた最も重要な原因は、

交渉が決裂した後の徳王らと日本との接近の可能性を危惧していたことに

あった。さらに、察哈爾省・綏遠省からの不満の声もあった。1934 年 1
月 17 日に、国民政府は「内蒙自治弁法」を公布した。その内容は以下の通

りである。 
 
 「内蒙自治弁法」 
 （一）内蒙自治の限度 蒙古代表が最後に提出せる各種法案自治区政府

設置の件は中央所定の原則と大差なきを以て之を裁可するも、各区域の

隷属、組織、権限、経費等に就ては後述し、別に法令を以て頒布施行せ

しむ。 
 （二）蒙古自治実施の順序 自治区政府の正式成立前に於ては、籌備処

を成立しむるの必要あり。但し中央より派員し、切実に指導せしめ、或

は中央に於て当該省政府主席を指導専員に任用派遣す。其の人選に就て

は別に之を定む。 
 （三）蒙古自治区の範囲 〔略〕 
 （四）自治区政府の組織 〔略〕 
 （五）自治区政府の隷属 蒙古各自治区政府は行政院に直属し、且つ中

央各主管官庁委員会の指揮監督を受く。 
 （六）自治区政府の権限 蒙古自治区内の国防上の軍事支配権及び外交

等に関しては、中央に於て総括処理し、或は当該省政府をして之を執行

せしむ。〔略〕 
 （七）省政府と自治区政府との関係 〔略〕 
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 （八）自治区政府の政費 自治区政府の行政経費は予算を制定すべきに

て、中央は之を審査の上補助を与ふ。各項の税収は中央政府の標準に基

き、国税、地方税の二種に分ち、国税に該当するものは、中央に於て直

接徴収し、或は当該省政府に徴税を委任す。凡そ地方税に属するものに

して、県政府の区域内にあるものは省政府に於て徴税し、未だ県を設け

あらざる区域内に在りては自治区政府に於て徴収する。 
（九）自治区の経済問題 在来の開墾地域は、県を設けある地方に於ける

蒙漢人固有の土地権は一律に従来通りとす。其の未だ開墾せられず県を

設けあらざる蒙旗地方は牧畜を主業とし耕作を副業としあるも、中華民

国は種族を論せず、凡そ本区域内に満一ヶ年以上継続居住するものは均

しく遊牧開墾の権利を有す。区政府は自治区内の土地に対して、開墾の

必要ありと認めたる場合は随時中央に具申し、裁可を経たる後蒙漢民を

して自由に耕作せしむ。未開墾地の牧畜は改良を必要とし、且つ中央に

於て適当の地方に牛羊防疫処及血清製造分所を設立す。森林鉱産は国有

とし、実業部に於て開発を計画し、又財政部は各該自治区地方に銀行支

店を設置し金融運用の機関とす。 
 （十）自治区の教育問題 〔略〕 
 （十一）自治区の司法問題 〔略〕 

 
 「内蒙自治弁法」の内容は、「自治弁法十一条」と大いに出入りがあり、「内

蒙自治弁法」はモンゴル人から見れば、自治交渉の結果を否認し、内モンゴ

ル自治の願いに背くものに他ならない。モンゴル人が南京で展開した抗議運

動の詳細については、これまでの研究でも述べられてきたので、ここでは繰

り返さない。しかし、従来の研究の殆どが政治史的な検討であり、同弁法の

内容が山西省（閻錫山）・綏遠省（傅作義）の見解に偏って作成されている点

に注目しているが、同弁法と「自治弁法十一条」の異同については、詳細に

検討されていない。 
 先行研究が指摘するように、「内蒙自治弁法」は確かに漢人の地方政権の見

解に偏った内容になっている。しかし、内モンゴル地域における国税の徴収、

漢人移民への既開墾地の土地権の付与、森林・鉱産の国有化、金融機関の設
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置などの内容は、明らかに開発を政治イデオロギーとする国民政府の思惑の

現れである。すなわち、国民政府は西部開発のスローガンの下で、経済成長

による国力の強化に内モンゴル地域の資源を利用しようとしたのである。そ

して、察哈爾・綏遠の省への改編は、国民政府が地方政権の「中央化」（中央

政府による「統治権」の一元化）を進めることで中央と地方との関係を調整

し、国家統合を進める一環であった。したがって、先行研究が指摘する国

民政府と閻錫山・傅作義の間の政治的緊張を筆者も決して否定しないが、国

民政府が推奨する西北への入植と開墾に共感する漢人の地方政権は、国家主

導の経済援助の対象、すなわち西北開発の担い手として位置付けられたこと

は確認されねばならない。 
もちろん、「内蒙自治弁法」には、牧畜業の改良などのモンゴル人の関心に

配慮した内容が含まれている。しかし、百霊廟自治運動は内モンゴル地域に

おけるあらゆる建設・実業をモンゴル人が主体的に行うことを要求していた

以上、「内蒙自治弁法」がモンゴル人の普遍的な反感を買うものになるのは言

うまでもない。百霊廟から派遣された内モンゴル代表、および白雲梯（チェ

レンドンロブ、1894～1980）・呉鶴齢などの南京在住の各層のモンゴル人に

よる抗議運動は、「内蒙自治弁法」の公布の当日から次第に拡大してゆくの

であった。その結果、「内蒙自治弁法」は撤回された。 
その後、国民政府と内モンゴル側との間に再度の折衝が試みられ、その結

果として蒙政会が誕生したのである。 
 
４．モンゴル地方自治政務委員会の経済政策 

 1934 年 2 月 28 日、国民政府は「蒙古地方自治弁法原則」（計八項）を公

布し、内モンゴル自治を許可した。「蒙古地方自治弁法原則」を根拠に、4 月

に蒙政会が成立した。その内容は以下の通りである。 
 
  「蒙古地方自治弁法原則」 
  第一項 蒙古の適宜の地点に蒙古地方自治政務委員会を設ける。同委員

会は、行政院に直属するとともに、中央主管機関の指導を受け、各盟旗

の政務を総理する。委員長・委員は原則として蒙古人を用い、経費は中
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央が支給する。中央は別に大官を派遣して同委員会所在地に駐在させ、

これを指導するとともに、近くで盟旗と省県の争議を調停する。 
  第二項 各盟公署を盟政府と改称し、旗公署を旗政府と改称する。その

組織は変更せず、盟政府の経費は中央が補助する。 
  第三項 〔略〕 
  第四項 各盟旗の管轄は一律従来どおりとする。 
  第五項 各盟旗の現有の牧地は放墾を停止し、以後、牧畜を改良すると

もに、付帯工業を興し、地方経済を発展させる（ただし、盟旗みずから

墾植を希望する場合、これを許す）。 
  第六項 盟旗固有の租税および蒙民固有の私租は一律保障する。 
  第七項 省・県が盟旗地方で徴収する各項の地方税収は、盟旗にその若

干を分与して、各種の建設費にあてる。その分与方法は別に定める。 
  第八項 盟旗地方にこれ以上県治あるいは設治局を増加しない（ただし、

設置が必要な場合、関係盟旗の同意を得るものとす。 
 
「蒙古地方自治弁法原則」は、「内蒙自治弁法」に含まれていた国民政府と

漢人の地方政権の見解を大幅に削除している。その内容について、内モンゴ

ル代表は会議を開いて討議した。そして、「自治弁法十一条」と大差がないと

判断し、「蒙古地方自治弁法原則」を受け入れた。これを受け、1934 年 3 月

7 日、国民政府は「蒙古地方自治政務委員会暫行組織大綱」を公布した。 
1934 年 4 月 23 日、蒙政会が成立した。翌日、第一次委員大会を開き、あ

らゆる分野においてモンゴル社会を近代化させるための政策を打ち出した。

その中には実業（製革工場と毛織物工場の設置など）・交通などの各種の建設

事業の内容が含まれている。 
5 月 21 日、蒙政会委員の白雲梯が国民政府に報告したように、蒙政会の各

種の建設事業は、中央の援助を要請すると同時に、国内の同胞、特に資力の

ある者からの精神的・物質的な支援に期待している。ここで重要なのは、

西北開発からモンゴル人が実際に経済利益を得ることを、「国家の前途」、す

なわち、国民政府が目指す国力の強化の前提として位置付けている点である。 
しかし、「内蒙自治弁法」に含まれていた国民政府と漢人の地方政権の見解
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が削除されたことは、国民政府が従来の西北開発の方針を変更したことを決

して意味しない。実際、国民政府は百霊廟自治運動が展開されるなかで、つ

ねに西北への移民・開墾を重視していた。閻錫山・傅作義らは最初から蒙

政会を一つの地方政権として認める意思がなく、国民政府も蒙政会に対す

る経済的支援を延期していた。蒙政会は、「蒙古地方自治弁法原則」の約束

があるにも関わらず、漢人移民による開墾を拒絶することができなかったの

である。 
蒙政会が短命な政権であり、且つその後期は日本と接近したこともあって、

その各種の建設政策に関する公文書はほとんど残っていない。しかし、先述

の通り、蒙政会は国内の同胞の到来を呼びかけており、多くの知識人が実際

に百霊廟を訪れていた。彼らの旅行記は当時を知るための貴重な史料である。 
1934 年 7 月～8 月にかけて、呉文藻（社会学者）・冰心（女流作家謝婉瑩

のペンネーム）夫婦などの一行が綏遠を遊歴し、8 月中旬に百霊廟を訪ねた。

かれらを歓迎する宴会で、徳王は内地の知識人の援助を求める発言をした。

その後、保安処長のボヤンダライ（1886～1945）は「西北開発は本来西北を

発展させるための開発であるべきであり、西北を消滅させるための開発では

ない」と主張し、国民政府の西北開発への異議を強く訴えた。 
その一方で、蒙政会はモンゴル人の遊牧の生活を徐々に定牧の生活へと改

め、井戸掘りや造林の他に、郵便局・学校・工場などの「近代式な機関」を

設立し、モンゴル人の生活の「近代化」を目指していた。 
同年 10 月に百霊廟を訪れた署名「曼虹」の旅行記は、蒙政会の開発事業

について、さらに詳しく記している。この旅行記では、北平大学農学部を卒

業し、蒙政会実業処の科長に就任した一人のモンゴル人青年が訪問者の「曼

虹」に対し、蒙政会の実業の計画について詳しく説明している。蒙政会は

その管轄地域をその自然環境に適応する形で羊・牛・馬の養殖のための実験

区として区画し畜産業を発展させると同時に、農業に適した地帯における農

業の発展も重視している。さらに、造林によって、農耕地における灌水の調

節、および砂漠化の防止に期待し、鉱物資源の採掘を考えに入れている。し

かし、蒙政会に対する資金の援助がなく、すべての計画が実践に移すことが

できず、開発事業が停頓していた。徳王らは、11 月の蒋介石の綏遠視察を背
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景に、その打開策を模索するが失敗した。 
蒙政会成立一周年にあたる 1935 年 4 月 23 日に、蒙政会第二次委員大会

が幕を開けた。この会議を報道するために百霊廟を訪れた黄奮生は、30 日
に徳王にインタビューした。徳王は黄奮生の蒙政会の開発事業に関する質問

に対し、まず「蒙古地方自治弁法原則」第七項の規定があるにもかかわらず、

省・県が盟旗地方で徴収する各項の地方税収が蒙政会に分与されておらず、

したがって、蒙政会が建設費の捻出に苦しんでいることを説明した。そして、

蒙政会管轄下の一部の地域において、モンゴル人の農耕が進んでいる現状に

触れると同時に、遊牧業を基盤とした工商業の発展を展望している。また、

造林業や鉱業に関する計画についても言及した。 
また、このインタビューで、黄奮生は蒙政会の職員がほとんどモンゴル人

であることを問題視し、将来的に国内外の専門的・技術的な人材を受け入れ

る計画の有無を徳王に問うた。その返答に徳王は若干の時間がかかったが、

予定があると答えたという。 
徳王の躊躇の原因はどこにあるのか。その答えは、黄奮生自身の考えから

一部確認することができる。黄奮生は百霊廟を訪れる途中で綏遠の毛織物工

場を調査している。そして、彼は政府や民間による綏遠の毛織物工業の促進

に期待し、それが間接的にモンゴル人の遊牧経済の繁栄をもたらすことにな

ると訴えた。しかし、問題は、こうした綏遠などの工業化から生み出され

た利益が、経営者の立場になかったモンゴル人、およびその居住地域の経済

的発展に直接つながり得るものではなかったことである。実際、こうした間

接的な繁栄を訴える開発は、モンゴル人に対し不利益をもたらしてきた。こ

れは清末以来の内モンゴル民族主義運動の経済的な誘因でもある。すなわち、

徳王は人材の受け入れを切望しているが、それが蒙政会の経済政策の主体性

の消失になることを危惧していたのである。 
さらに、当時は、農業社会が遊牧民社会より進んでいるという観点が主流

であり、黄奮生もこうした観点を有していた。こうした農業を優遇する風

潮がある中で、蒙政会は牧畜業の発展を重視するが、先述のように、農耕に

適した土地で農業を発展させる計画があった。蒙政会の人員が懸念するのは、

むしろ大量の漢人移民の入植・開墾にともなって、内モンゴル地域の開発の
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推進者がモンゴル人から漢人の移住者へと変わることである。したがって、

蒙政会の人員の言論は入植・開墾に反対し、かつ漢人の移住者から明確に区

別される遊牧業の発展に重点を置く傾向にあった。 
蒙政会が打ち出した先述の各種の経済政策は、殆ど実践に移すことができ

なかった。また、徴税などの経済問題を含めて、蒙政会と綏遠省・察哈爾省

との確執が日毎に激化した。1936 年 1 月、蒙政会の人員は日本と接近し、

内モンゴル独立の道を歩み始めたのである。 
 
５．おわりに 

1934 年 1 月 29 日、邵立子（当時は陜西省主席）は中央紀念週において講

演を行い、西北開発論の問題点を厳しく批判した。当時流行していた屯墾（削

減されて用の無くなった兵士たちを駐屯させて開墾させること）の主張を例

に、「もし厳密な方法・精密な準備がなければ、内地の人民と西北の人民が土

地を争奪することになる」と主張した。そして、「西北の多くの地方は、我々

から見れば未開の荒蕪の地であるが、西北の人民にとっては生計の源である。

牧畜の地を無理に耕植しようとも、その土質が必ずしも〔農耕〕に適してお

らず、辺民〔辺疆の民〕の反対を引き起こす可能性が十二分にある。まして、

牧畜も生産の重要な事業である」とし、牧畜に適した土地への開墾に警鐘を

鳴らしていた。 
邵立子の講演が示すように、国民政府には、現地の人びとの立場に配慮す

る思惑がなかったというわけではない。蒙政会は、モンゴル人の主体性に立

った地域独自の自然資源を活かす地域経済の振興を模索するが、その推進に

は国民政府からの人的・経済的な援助を必要としていた。それゆえ、蒙政会

の人員は、国民政府の西北建設に期待したのである。 
しかし、西北建設が内地の過剰人口の西北への入植を国防さらには国力の

強化と結び付けられている以上、対象地域たる西北各地の実情と乖離し、さ

らにある種の強引さを有していた。 
さらに、綏遠・察哈爾の省への改編は、従来の漢人の移民社会の管理を越

えて、先住のモンゴル人の意思を無視し、モンゴル社会を含めた内モンゴル

地域全体の経営を目指すものであった。綏遠省・察哈爾省の視点から考える
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と、綏遠省・察哈爾省にこそ内モンゴル地域の開発・建設の主体性がある。

したがって、民族地方政権としての蒙政会は、その成立の当初から綏遠省・

察哈爾省からの挑戦を受けていた。 
結論としては、国民政府の西北建設政策も、蒙政会の経済政策の挫折が示

すように、モンゴル人に対し不利益をもたらしてきた清末以来の「辺疆開発」

と本質的には変わらないものであった。 
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